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2009年4月28日 2009年3月31日時点中間報告

2009年5月26日 年次株主総会 
   フランクフルト・アム・マイン フェストハレ（エキシビション・センター）にて

2009年5月27日 配当金支払

2009年7月29日 2009年6月30日時点中間報告

2009年10月29日 2009年9月30日時点中間報告

2010年
2010年2月4日 2009年度決算発表（暫定）

2010年3月12日 2009年度年次報告書および様式20-F

2010年4月27日 2010年3月31日時点中間報告

2010年5月27日  年次株主総会 
フランクフルト・アム・マイン フェストハレ（エキシビション・センター）にて

2010年5月28日 配当金支払

2010年7月28日 2010年6月30日時点中間報告

2010年10月28日 2010年9月30日時点中間報告

アイデンティティー
ドイツ銀行グループは、世界の市場をリードするグローバル
な投資銀行であり、個人顧客ビジネスにおいても利益を生
む強固な事業基盤を持っています。ドイツ銀行グループの
ビジネスは相互に補完しています。ドイツおよび欧州におけ
る圧倒的な強みを背景に、北米やアジア、主要新興国にお
いて、力強い成長を遂げています。

使命
ドイツ銀行グループは、世界をリードする金融機関として、
現状に満足することなく常に挑戦を続け、お客さまに卓越し
た価値を提供しています。

A Passion to Perform. 
（熱意あるあなたに情熱をもってお応えする）
これこそがドイツ銀行グループの基本姿勢です。私たちは、
常に最高を追求し、独自の洞察力で革新的な解決策を提供し、
お客さまとの長期にわたるリレーションシップの構築に注力
します。

A Passion to Perform.

危機を好機として

深刻な金融危機は、世界がいかに複雑になったかを示しました。
金融市場が拡大した経済は、相互に関連し、透明性の欠如によっ
てシステム全体が危険にさらされました。

ドイツ銀行もこうした金融市場の混乱の影響を免れることがで
きず、幾つかの分野で事業基盤の脆弱性を露呈しました。しか
しこうした状況のなか、当行は強固な資本基盤を維持しました。
そして、この強固な資本基盤によって、当行は、自らの責任を果た
すことができます。それは、当行を信頼できるビジネスパートナー
とみなしてくれる顧客に対する責任であり、株主や従業員に
とっては、当行が常に公正な見解を提供し、将来にわたり魅力
的な価値を提供する存在であり続けることを意味します。さらに、
当行は、自らも参加し、今まさに真摯な姿勢でその原因を究明し、
再構築を必要としている金融システムに対しても責任を負って
います。

明らかなのは、この度の危機の教訓を活かすことが、さらなる発
展に繋がるということです。危機は、新たな機会への扉でもあ
るのです。

「危機を好機として」と題して議論しました。
ジュリエ・メレツ 芸術家 ベルリン（52 / 53頁）、イアン・K・カラン 顧客 ハンブルク（22 / 23頁）、 
レイ・ノウルズ ドイチェ・バンク・セキュリティーズ 従業員 トロント（46 / 47頁）、 
筒井義信 日本生命保険相互会社 取締役専務執行役員 東京（08 / 09頁）
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ドイツ銀行グループ ドイツ銀行株式

基本情報

ドイツ銀行株式に関する情報

2008年
投資収益の変化 1 (66.8) %
ドイツ株式市場（XetraおよびFrankfurt Floor Trading）の出来高に占める比率 5.6 %
1日当たりの平均出来高 2 910 万株
株価　高値   89.80 ユーロ 
株価　安値   18.59 ユーロ 
1株当たり配当金（2008年度については予定）   0.50 ユーロ

2008年12月31日現在
発行済株式数 570,859,015
流通株式数（社外株式数） 562,666,955
株式資本 1,461,399,078.40 ユーロ
時価総額 158.9億 ユーロ
株価 3 27.83 ユーロ
DAX 株価指数に占める比率 3.6 %
ダウ・ジョーンズ・ストックス50株価指数に占める比率 0.82 %

有価証券識別コード
ドイツ取引所  ニューヨーク証券取引所
種類 記名株式 種類 グローバル・レジスタード・シェア
記号 DBK 通貨 U.S.$
WKN 514 000 記号 DB
ISIN DE0005140008 CINS D 18190898
ロイター DBKGn.DE ブルームバーグ DBK GR
1 Xetra の株価による。
2 オーダーブック統計（Xetra）。
3 Xetra の終値。

グローバルな 
ネットワーク

ロンドンニューヨーク シンガポール 東京フランクフルト ドバイ

 個人・中堅企業向け支店

 支店 / 子会社
 

 駐在員事務所

 各地域の主要拠点

グローバルなネットワーク
主要データ     

 2008年度  2007年度  
基本的1株当たり純損益 € (7.61) € 13.65  
希薄化後1株当たり純損益 1 € (7.61) € 13.05  
平均流通普通株式数（基本的、百万株） 504 474
平均流通普通株式数（希簿化後、百万株） 504 496
平均株主持分合計利益率（税引後） (11.1) % 17.9 %
税引前平均株主持分合計利益率 (16.5) % 24.1 %
税引前平均アクティブ資本利益率 2 (17.7) % 29.0 %
基本的流通株式1株当たり純資産 3 € 52.59 € 79.32
費用 / 収益比率 4 134.6 % 69.6 %
報酬比率 5 71.2 % 42.7 %
非報酬比率 6 63.4 %  26.9 %  

単位：百万ユーロ 2008年度 2007年度  
純収益 13,490 30,745
信用リスク引当金繰入額 1,076 612
利息以外の費用合計 18,155 21,384
税引前損益 (5,741) 8,749
当期純損益 (3,896) 6,510  

単位：十億ユーロ 2008年12月31日現在  2007年12月31日現在  
総資産 2,202  1,925  
株主持分合計 30.7 37.9
中核自己資本比率（Tier 1）7 10.1 %  8.6 %  

 2008年12月31日現在  2007年12月31日現在  
支店数 1,981 1,889
　内ドイツ国内 981 989
従業員数（常勤相当） 80,456 78,291
　内ドイツ国内 27,942  27,779  

長期格付 2008年12月31日現在  2007年12月31日現在   
ムーディーズ・インベスターズ・サービス Aa1 Aa1
スタンダード・アンド・プアーズ A+ AA
フィッチ・レーティングス AA–  AA–  

1  想定される転換による分子への影響が含まれる。
2  競合他社との比較を容易にするために、平均株主持分合計利益率に関しては調整を加えた尺度を算出しており、これを「税引前平均アクティ
ブ資本利益率（Pre-tax return on average active equity）」と称している。但し、IFRSによる実績尺度ではないため、算定方法の違いを考
慮せずに他社との比較を行うべきではない。平均株主持分（2008年度：34,442百万ユーロ、2007年度：36,134百万ユーロ）に調整を
加える項目は、売却可能有価証券に係る平均未実現純利益 / キャッシュ・フロー・ヘッジに係る平均公正価値修正（適用される税効果考
慮後）（2008年度：619百万ユーロ、2007年度：3,841百万ユーロ）および平均未払配当金（2008年度：1,743 百万ユーロ、2007年度：
2,200百万ユーロ）である。配当金は、株主総会の承認後、年に一度支払われる。

3  基本的流通株式 1株当たり純資産は、株主持分を流通株式数で除したものとして定義される（共に年度末現在）。
4  利息以外の費用合計が、信用リスク引当金繰入前の純利息収益合計に利息以外の収益を加えた額に占める比率。
5  報酬が、信用リスク引当金繰入前の純利息収益合計に利息以外の収益を加えた額に占める比率。
6  利息以外の費用合計から報酬を差し引いた額として定義される報酬を除く利息以外の費用が、信用リスク引当金繰入前の純利息収益合計
に利息以外の収益を加えた額に占める比率。

7  2008年の中核自己資本比率（Tier 1）は、ドイツ銀行法（“KWG”）とソルベンシー規制（“Solvabilitätsverordnung”）に従っており、 
これは2004年にバーゼル銀行監督委員会が策定したバーゼル IIによる新しい自己資本のフレームワークをドイツ法に適用したものである。
一方、2007年の中核自己資本比率（Tier 1）は、バーゼル Iのフレームワークに基づいている。バーゼル IIによる中核自己資本比率（Tier 1）
は、ドイツ銀行法（“KWG”）セクション 64h（3）に従い過渡的項目を除外している。
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取締役会会長からのメッセージ

ヨゼフ・アッカーマン
ドイツ銀行取締役会会長 兼
グループ経営執行委員会会長

会長からのメッセージ
株主の皆さまへ

2008年は、金融業界にとって近年で最も厳しい年となりました。2007年後半に
始まった信用危機の影響は、2008年も引き続き当行の事業環境に影響を及ぼし、
9月に米国大手投資銀行が破綻したことでさらに厳しい局面を迎える結果となりま
した。米国大手投資銀行の破綻を機に、市場環境は急速に、しかも大幅に悪化しま
した。流動性の大幅な低下と銀行間取引の急速な減少、信用市場におけるさらなる
圧力を受け、グローバルな金融システムは極めて厳しい状況に追い込まれました。
株式市場は大幅に下落し、極端に変動しました。こうした状況を受け、世界主要
経済の政府・中央銀行は、市場と個別金融機関の双方に対し、前例のない規模で
救済策を講じました。

こうした異常な状況は、銀行業界にとって大きな打撃となり、ドイツ銀行グループ
もその影響を免れませんでした。当行は、信用危機の初期の段階では利益を維持
していましたが、2008年第4四半期には48億ユーロの純損失を計上し、2008年通
年では39億ユーロの純損失を計上する結果となりました。こうした業績の悪化は、
主に、2008年第4四半期の極端な市場環境下で、一部のビジネス分野における脆弱
性が顕在化したことに起因しています。当行は、自ら保有する債券に対する「公正
価値」オプションの適用において、これまでと同様に保守的な対応をとりました。
すべての保有債券に「公正価値」オプションを適用したと仮定すると、2008年通年
の税引前利益は公表値より58億ユーロのプラス効果を持っていたことになります。
当行は、引き続き強固な資本比率を維持し、資金調達や流動性の面でも強さを発揮
しました。しかし、2008年通年の業績結果を受け、影響を受けたビジネスでは包括
的な是正案を推進しています。

法人・機関投資家向けビジネス（CIB）は、コーポレート・バンキング・アンド・
セキュリティーズが85億ユーロの税引前損失を計上したことを主な要因として、
2008年に74億ユーロの税引前損失を計上しました。これは、主に、当行のビジネス
モデルが2008年第4四半期の市場環境の影響を免れなかった結果を反映したもの
です。資産とヘッジ商品の関係が崩壊し、ボラティリティーと資産クラス間の相関
が極端に高まり、さらに流動性が枯渇した結果、価格メカニズムが機能しなくなりま
した。セールス / トレーディングでは、クレジット・トレーディング、株式デリバ
ティブ、株式自己勘定取引で大幅な損失を記録しました。これらの損失は、主に、
大規模な自己勘定取引や一部取引でかなりの規模のポジションを抱えていたこと、
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取締役会会長からのメッセージ

さらに複雑な仕組み商品によるものでした。こうしたビジネスからの損失は、外国為替やマネー・マーケッ
ト、コモディティーといった「フロー」トレーディング・ビジネスにおける堅調な収益を上回るものとなり
ました。一方、コーポレート・ファイナンスは、レバレッジド・ローンやローン・コミットメントの評価減、
M&A（企業買収・合併）や株式オリジネーションの低迷の影響を受けましたが、2008年にはレバレッジ
ド・ファイナンスと商業用不動産のエクスポージャーを大幅に削減し、グローバルなM&Aで市場シェア
を拡大しました。グローバル・トランザクション・バンキング・ビジネスの税引前利益は、前年比で17%

増加し、11億ユーロを計上しました。これは、貿易金融およびキャッシュ・マネジメントが過去最高の収
益を達成したことや、このビジネスが困難な市場環境においても底堅さを有していることを反映したもの
です。

個人・資産運用ビジネス（PCAM）も厳しい市場環境の影響を受けました。2008年の税引前利益は、
2007年から大幅に減少し4億2,000万ユーロとなりました。この主な原因としては、一部資産の減損や欧
州マネー・マーケット・ファンドへの資金投入など、資産運用ビジネスで大幅な負担増が発生したことで、
資産運用およびウェルス・マネージメントで5億2,500万ユーロの損失を計上したことが挙げられます。
株価の低迷により業績手数料収入が悪化し、不動産市場の急落によりオルタナティブ資産運用ビジネスも
影響を受けました。一方、こうした非常に困難な市場環境にもかかわらず、プライベート・ウェルス・マ
ネージメントは2008年を通じて利益を維持し、100億ユーロの新規純資金を獲得しました。

個人顧客および中堅企業（PBC）の税引前利益は、前年比18%減の9億4,500万ユーロとなりました。
この減益の主な要因としては、2008年第4四半期にブローカレッジとポートフォリオ・マネジメント・ビ
ジネスで顧客取引が低迷したこと、信用環境がさらに悪化したことで貸倒引当金繰入額が増加したことが
挙げられます。こうした状況にもかかわらず、当行は、独ポストバンクの少数持分取得を完了し、過半数
株式の優先買取権を取得したことで、個人顧客ビジネスの強化を図っています。これにより、当行は、
約3,000万の個人顧客を有することになり、欧州で主導的なリテール金融機関としての基盤確立が可能と
なる一方、ドイツ国内においては圧倒的な地位を占めることになります。さらに、独ポストバンクとは短
期的にも協力体制を構築することで合意し、相互の事業基盤を活用して費用 / 収益面で1億ユーロを超え
るシナジー効果を目指しています。
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先に述べた前例のない市場環境を受け、当行は早急に事業基盤の見直しを行いました。セールス / トレーディ
ングでは、自己勘定取引に携わっていた機能を閉じ、自己勘定取引全体のエクスポージャーを大幅に縮小し
ました。極端に流動性の低いビジネスは大幅に縮小し、好調に推移している流動性の高い「フロー」ビジ
ネスに注力する体制を整えました。さらに、デリバティブ以外の資産を2008年第4四半期だけで3,190億ユー
ロ削減することで、主要分野のバランスシートを大幅に圧縮しました。コーポレート・ファイナンスでは、
レバレッジド・ファイナンスと商業用不動産ビジネスの見直しを図る一方、より厳しい経済環境のなかで、
資本基盤や事業再編の必要性に迫られる金融機関や事業法人顧客からの需要増が期待される一部産業やア
ドバイザリー・ビジネスへの選択的な投資を行いました。さらに、ドイツ国内においては、中堅企業顧客に
対するアドバイザリーや資金調達ビジネスに引き続き注力します。資産運用では、資産価格の調整による
収益面への影響は免れないため、事業レバレッジを回復するべく事業基盤の再編を進めています。プライ
ベート・ウェルス・マネージメントでは、生産性と効率性向上のための施策を講じる一方、注力分野におけ
る組織的な成長を図っています。個人顧客および中堅企業では、ドイツおよびその他欧州市場において引
き続き成長と効率性プログラムの遂行を続け、独ポストバンクとの協力体制を強化していく考えです。

2009年の見通しとしては、金融業界は引き続き困難な状況に直面すると予想しています。世界経済の悪化
によりすべての顧客セグメントは影響を受けており、金融市場を取り巻く環境も依然として厳しいものと
予想されます。しかしながら、当行はこうした厳しい状況に対し着実に体制を整えています。当行のTier 1

自己資本は、2008年に約30億ユーロ増加し、2008年末時点の中核自己資本比率（Tier 1）は、信用危機
発生当初より高い10.1%となりました。また、2008年末時点の資金調達ならびに流動性基盤が強固であっ
たため、2009年の資本市場を活用した資金調達ニーズは、2007年や2008年と比べても低水準に留まっ
ています。レバレッジレシオ（負債比率）は、2008年末時点で28倍でしたが、デリバティブ以外のトレー
ディング資産の大幅削減によって大きく低下しています。さらに、レバレッジド・ファイナンスや商業用
不動産を含むトレーディング資産も大幅に圧縮しました。当行は、現時点で、外部からの資本注入を受け
入れる必要はないと考えています。

当行のビジネスモデルに変更はありません。グローバルな金融システムが機能する上で、資本市場は引き
続き重要な役割を果たし、事業法人や金融機関の顧客にとって投資銀行サービスは不可欠なものです。
さらに、先進国における人口構成の高齢化を背景とした年金運用（退職者）市場の拡大や、減速はするも
のの依然として成長を続ける新興国経済における富の拡大といった長期的な流れは、投資銀行ビジネスに
とって追い風となっています。当行は、「グローバル市場で主導的な地位を占める投資銀行であり、個人
顧客ビジネスにおいても強固な事業基盤を確立する」という基本姿勢を維持し、この度の危機から力強い
回復を目指していく考えです。当原稿を執筆している時点において、2009年のスタートが好調なものであ
ることを光栄に思います。
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取締役会と監査役会は、当行の将来に自信を持っており、また株主へのコミットメントを示すため、2009

年年次株主総会において1株当たり配当を50セントとする提案を行いました。

2008年の業績は残念な結果となりましたが、株主の皆さまのためにも収益ならびに業績を回復するため、
あらゆる施策に取り組む所存です。当行は、これまでの取り組みや強固な事業基盤、ビジネスモデルがさ
らなる発展に繋がることを確信しています。引き続きご支援ご鞭撻をお願いします。

ヨゼフ・アッカーマン
ドイツ銀行取締役会会長兼グループ経営執行委員会会長

2009年3月
フランクフルト・アム・マイン
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ドイツ銀行グループ経営執行委員会

ドイツ銀行グループ経営執行委員会

1

ステファン・クラウス
Stefan Krause 1962年生まれ。
2008年取締役就任。チーフ・ファイナン
シャル・オフィサー。
ファイナンス、税務、コーポレート・イ
ンシュアランス、インベスター・リレーショ
ンズ、監査、MaRisk*に従った証券セツ
ルメントのオペレーション統括責任者。

3

ヨゼフ・アッカーマン
Josef Ackermann 1948年生まれ。
1996年取締役就任。取締役会会長兼グループ
経営執行委員会会長。法人・機関投資家向け
ビジネス、個人・資産運用ビジネス、コーポレー
ト・インベストメンツ、リージョナル・マネジ
メント（地域運営）、広報&CSR、企業戦略、
経済統括責任者。

7

アンシュー・ジェイン
Anshu Jain 1963年生まれ。
グローバル・マーケッツ統括責任者。

2

レイナー・ネスケ
Rainer Neske 1964年生まれ。
個人顧客および中堅企業統括責任者。

6

ヒューゴ・バンチガー
Hugo Bänziger 1956年生まれ。
2006年取締役就任。チーフ・リスク・オフィサー。
リスク管理、法務、コンプライアンス、コーポレー
ト・セキュリティ、財務、コーポレート・ガバナ
ンス統括責任者。

*   BaFin（ドイツ連邦金融監督庁）によるリスク・マネジメントの 
最低要件。

1

6 7

2 3
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5

ケビン・パーカー
Kevin Parker 1959年生まれ。
資産運用統括責任者。

9

ピエール・ド・ウェック
Pierre de Weck 1950年生まれ。
プライベート・ウェルス・マネージメント統括責任者。

4

ヘルマン -ヨゼフ・ランベルティ
Hermann-Josef Lamberti 1956年生まれ。
1999年取締役就任。チーフ・オペレーティング・
オフィサー。人事、情報技術（IT）、オペレーショ
ン（MaRisk*に従った証券セツルメントを除く）、
コストおよびインフラ管理、購買および建物・
設備などの不動産管理統括責任者。

8

マイケル・コアーズ
Michael Cohrs 1956年生まれ。
グローバル・バンキング統括責任者。

10

ユルゲン・フィッチェン
Jürgen Fitschen 1948年生まれ。
リージョナル・マネジメント（地域運営）
統括責任者。ドイツ国内マネジメント・
コミッティー（ドイツ国内運営委員会）
会長。

ドイツ銀行AG取締役会メンバー

4 5

8 9 10
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危機を好機として　Yoshinobu Tsutsui
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私たちは株主として、20年以上もドイツ銀行の株式を保有しています。私たちは、
ドイツ銀行がこの金融危機をバネにこれまで以上に強さを発揮し、あらゆるステーク
ホルダーと互いの成功を長期的に共有してくれるものと確信しています。

筒井 義信  Yoshinobu Tsutsui
日本生命保険相互会社　取締役専務執行役員、東京
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01 ドイツ銀行グループ 会社概要

危機のなか比較的安定

ドイツ銀行のビジネスモデルは、グローバル市場における投資銀行としての基盤と特に欧州・
アジア市場において強みをもち、収益力と成長を続けるリテールビジネスの基盤を兼ね備え
ていることにある。過去数十年で最も深刻な金融危機が進行するなか、こうした幅広い事業
基盤は、今後、当行が発展を遂げる上で重要な意味を持つと確信している。

経営機構
ドイツ銀行AG取締役会は、ドイツ銀行グループの経営戦略や資源配分、財務 / 経理、資
本 / リスク管理、内部管理を主な職務とする。また、取締役会メンバーやコーポレート・セ
ンターが運営する各管理部門別委員会の支援のもとで、経営・監督機能を遂行している。

2008年4月、ステファン・クラウスがドイツ銀行AG取締役会に加わり、2008年10月1日
付けで予定通り同日退職したアンソニー・ディ・イオリオの後任として、チーフ・ファイナ
ンシャル・オフィサーに就任した。

グループ経営執行委員会（GEC）は、取締役会メンバーと5つの中核ビジネスの統括責任者、
リージョナル・マネジメント（地域運営）統括責任者で構成され、取締役会の意思決定をサ
ポートする。定例会議では、各業務の進捗状況の確認やグループ戦略にかかわる課題を討
議し、取締役会が決定する事項の提案・提起を行う。ヨゼフ・アッカーマンが、取締役会と
グループ経営執行委員会（GEC）の会長を兼務する。

 

管理部門別委員会 
 

グループ経営執行委員会
取締役会

グローバル・ビジネス統括責任者 / 地域統括責任者

 
   
    

リージョナル・コミッティー（地域運営委員会） 

法人・機関投資家向け
ビジネス コーポレート・インベストメンツ 個人・資産運用

ビジネス

グループ部門
ドイツ銀行のグループ部門は、法人・機関投資家向けビジネス（CIB）、個人・資産運用ビジ
ネス（PCAM）、コーポレート・インベストメンツ（CI）で構成される。

法人・機関投資家向けビジネス
CIBは、オリジネーションや債券、株式、その他証券を含む各種資本市場商品のセール
ス / トレーディングなどの資本市場業務、アドバイザリー、貸出し、トランザクション・バ
ンキングの各資本市場業務を担っている。対象となる顧客は、民間企業および公的機関（国
や政府関連機関、国際機関を含む）で、中堅企業から大規模な多国籍企業まで多岐にわたる。
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01 ドイツ銀行グループ 会社概要

CIBはさらに、コーポレート・バンキング・アンド・セキュリティーズ（CB&S）とグローバル・
トランザクション・バンキング（GTB）の2つのコーポレート部門に分かれる。

コーポレート・バンキング・アンド・セキュリティーズは、グローバル・マーケッツとコー
ポレート・ファイナンスの2つのビジネス部門で構成され、オリジネーション、証券のセー
ルス / トレーディング、企業アドバイザリー、M&A（企業買収・合併）、その他のコーポレー
ト・ファイナンス業務を担っている。

グローバル・トランザクション・バンキングは、金融機関や法人顧客に対し、貿易金融やキャッ
シュ・マネジメント、法人信託サービスを提供している。

コーポレート・ファイナンスとグローバル・トランザクション・バンキングは合わせて、グロー
バル・バンキングと呼ばれる。

個人・資産運用ビジネス
PCAMは、資産運用およびウェルス・マネージメントと個人顧客および中堅企業の2つのコー
ポレート部門で構成される。

資産運用およびウェルス・マネージメントは、資産運用とプライベート・ウェルス・マネー
ジメントの2つのビジネス部門で構成されている。資産運用は、DWSインベストメンツと
DWSスカダーの事業基盤を活用して、世界中の個人投資家を対象に投資信託を提供している。
また、年金基金や保険会社などの機関投資家向けには、伝統的資産運用やオルタナティブ
資産、洗練されたアブソルート・リターン・ストラテジーや不動産関連資産運用など幅広い
サービスを提供している。一方、プライベート・ウェルス・マネージメントでは、世界中の
個人富裕層やその家族を対象に、ポートフォリオ・マネジメントや税務アドバイス、相続
プラン、社会貢献活動に関するアドバイスなどを統合し広範な運用サービスを提供している。

個人顧客および中堅企業（PBC）は、個人顧客と中堅企業の顧客を対象に、当座預金から
普通預金、融資に至る一連の伝統的な銀行サービスに加え、資産運用商品や事業融資サー
ビスを提供している。PBCは、ドイツ以外では、イタリア、スペイン、ベルギー、ポルトガ
ルで既に数年にわたり実績を積んでいるほか、最近ではポーランドでも実績を挙げている。
また、インド、中国を含む成長著しいアジア市場においても注力分野に絞って投資を行って
いる。

コーポレート・インベストメンツ
コーポレート・インベストメンツ・グループ部門は、事業会社の株式保有や自社保有の不動産、
その他非戦略的な資産の保有を統括している。

金融危機の影響
2008年は金融危機がさらに悪化した年となった。2007年後半に既に困難な状況にあった信
用市場は、金融システムにおける流動性が全般に逼迫するなか、さらに深刻化した。2008年
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01 ドイツ銀行グループ 会社概要

9月には、米国大手投資銀行の破綻によって市場の信頼は大きく揺れ動いた。株式市場は過
去最大の下落を経験し、流動性は大幅に低下した。

政府・中央銀行は、こうした危機に対し前例のない規模で介入を行った。大手銀行への資
本注入、市場への潤沢な流動性の供給、金利の大幅な引き下げ、預金保護の改善や政府保
証の提供、銀行間融資の促進、不良資産の買い取りを進めた。

極めて厳しい市場環境のなか、ドイツ銀行は大幅な損失を計上した。損失は深刻ではあっ
たが、当行の事業基盤を根底から揺るがすほどではなかった。当行は2008年に39億ユーロ
の損失を計上したが、Tier 1自己資本は、約30億ユーロ増加し311億ユーロとなった。当行は、
競合他社の多くと比べ、力強さと安定性を示した。

当行は、自己資本と資金調達基盤の拡大に向け迅速な対応を図った。中核自己資本比率
（Tier 1）の目標値を10%に引き上げ、バランスシートの主要部分の圧縮やレバレッジレシオ
（負債比率）の引き下げを図り、資金調達基盤の多様化と改善を進めた。さらに、従来のリス
ク資産の圧縮も行った。

中期的な成長戦略
当行は現在の金融危機を深刻に捉えているが、これまで以上に力強い基盤を確立できるもの
と考えている。当行のビジネスモデルの基本路線に変化はない。最近の市場の混乱の影響
を受けた分野では事業基盤の見直しを行うものの、すべての中核ビジネスにおいて成長を遂
げるという中期的な経営戦略については従来通り取り組んでいく。この実現のため、幅広い
分野で業務を展開するという当行のビジネスモデルを踏襲していく考えである。

コーポレート・バンキング・アンド・セキュリティーズにおいては、業務の見直しを行う。
投資銀行ビジネスは引き続き中核ビジネスの一つであるが、短期的に回復が不可能とみられ
る分野からは経営資源を引き揚げる。一方、「フロー」トレーディング・ビジネスやコモディ
ティーズ・トレーディング、コーポレート・ファイナンスの一部産業セクター、ドイツ国内
中堅企業向けビジネスなどの成長分野への投資を継続する。

力強い成長を遂げているグローバル・トランザクション・バンキングでは、事業活動のさら
なる推進を図る。各地域の法人信託サービスを拡充し、新商品やサービスの開発を進めるなど、
新たな成長市場への投資に注力する。当行は、買収の機会を模索する一方で、自ら組織的
な拡大を図っていく方針である。

資産運用は、リテール、オルタナティブ投資、機関投資家、保険運用といった中核ビジネス
の見直しに注力している。すべての中核ビジネスにおいて、市場環境の変化に起因する事業
レバレッジを回復するため、調整を進めている。当行は、幅広い金融サービスを提供する金
融機関として、危機から発生した「質への逃避」の恩恵を受けている。また当行は、DWS
ブランドのグローバル化にも注力していく。プライべート・ウェルス・マネージメントは、
業務拡大の機会を選別する一方で、費用効率の改善に向けた施策に取り組んでいく。
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01 ドイツ銀行グループ 会社概要

個人顧客および中堅企業は、成長および収益性向上のためのプログラムを始動する。ドイ
ツおよびその他欧州大陸諸国において支店ネットワークの拡充を図る一方、中間・管理部門
の効率化を進める。独ポストバンクの少数株主持分取得により、協力体制を築き、その恩
恵を享受していく。

比較的盤石なビジネスモデル
今回の金融危機のなかで当行のビジネスモデルに幾つか脆弱な点が見られたが、当行はこ
れらに焦点を当て断固とした姿勢で改善策に取り組んでいる。但し重要なことは、従来のビ
ジネスモデルは、引き続き基本的には健全だということである。幅広い事業基盤とグローバ
ルなネットワーク、健全な中核自己資本比率（Tier 1）と資金調達基盤によって、2008年に
市場が縮小するなかにあっても、多くのビジネスで市場シェアを拡大した。しかしながら、
収益の規模は2007年と比べ縮小した。

グローバルなネットワーク

	 ドバイ 東京ニューヨーク フランクフルト

シンガポールロンドン

主要拠点
ビジネスを展開する国の首都
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01 ドイツ銀行グループ コーポレート・ガバナンス

責任と透明性のある経営 
および内部管理

効果的なコーポレート・ガバナンス（企業統治）は、当行アイデンティティーの重要な一部
となっている。当行コーポレート・ガバナンスの主要な枠組は、主としてドイツ株式会社法
と2008年6月に改正されたドイツ・コーポレート・ガバナンス法を踏襲している。当行は、
ニューヨーク証券取引所に上場していることから、米国の資本市場に関連する諸法規や証券
取引委員会（SEC）による規制、ニューヨーク証券取引所（NYSE）規則にも従っている。

当行はコーポレート・ガバナンスを通じて、価値を追求する責任ある経営と内部管理を遂行
している。当行のコーポレート・ガバナンスは、株主との良好な関係、取締役会と監査役会
の効果的な協力関係、業績に連動した報酬制度、透明性の高い適時報告の4つの重要な要
素により構成されている。

株主
株主は、法律に従い、基本定款の変更や年間配当の決定、新規株式の発行、株式買戻しプ
ログラム、重要な組織変更など、当行にとって最も重要な意思決定に関わっている。当行株
式は1種類であり、それぞれに同等の議決権が付与されている。また、株主による議決権行
使を容易にするため、インターネットを通じて議決権行使の指示書を送付できるなど、株主
総会での電子メディアの活用を推進している。

取締役会
取締役会は経営に責任を負っており、グループ企業全体の調整を行う。また、グループ企
業があらゆる法規制や社内規則を遵守しているかを確認する。取締役会メンバーと5つの中
核ビジネスの統括責任者、地域運営統括責任者は、グループ経営執行委員会を構成する。
グループ経営執行委員会は、各事業の進捗状況の分析やグループ戦略にかかる問題点の
討議、取締役会による最終決定のための諸事項の提起・提案を行う。

監査役会
監査役会は、経営について取締役会を監視し、助言する。さらに、取締役会メンバーの任
命や長期的な事業の継承について、取締役会と協力して検討する。当行に影響を与える重
要案件には、監査役会の承認が必要である。監査役会は、取締役会の情報・報告義務を規
定する。監査役会は、法律によって求められている仲裁委員会に加えて、会長統括委員会、
監査委員会、リスク委員会、指名委員会を運営している。各委員会の管轄については、
2008年ファイナンシャル・リポートのなかのコーポレート・ガバナンス・リポートに記載さ
れている。
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01 ドイツ銀行グループ コーポレート・ガバナンス

業績連動型の報酬
取締役会メンバーの報酬は、主として業績に対する貢献度および業界の水準に照らして、決定
されている。その一部を占める株式報酬は、当行株価の動向と競合他社の株価を比較して
決定される。監査役会メンバーの報酬は、固定報酬と配当および1株当たり利益（3年平均）
に基づく変動報酬で構成されている。監査役会会長および副会長ならびに会長統括、監査、
リスクの各委員会会長や委員には、追加的な報酬が支給される。

グローバルな金融危機を受け、取締役会、経営執行委員会ならびに監査役会の各メンバーは、
2008年の変動報酬を自発的に辞退した。

取締役会および監査役会各メンバーの報酬ならびに当行の報酬システムの構造については、
報酬リポート（2008年ファイナンシャル・リポート、51頁以降）で公表されている。

国際基準に従った財務報告
当行は、株主ならびに一般の人々に対して、特に連結財務報告書を含むアニュアル・リポー
トや半期報告書を通じて、定期的に最新の情報を提供している。当行の報告は、国際財務
報告基準（IFRS）に従っている。よって、報告内容は透明性が高く、また、国際的にビジネ
スを展開する競合他社との比較も容易となっている。

適合宣言
取締役会および監査役会は、2008年10月29日、ドイツ株式会社法第161条に基づき、新た
に適合宣言を行った。そのなかで、当行は、1つの例外を除いて、ドイツ・コーポレート・
ガバナンス法の勧告に従っていると述べている。例外となったのは、取締役会および監査役
会メンバーのために、自己負担額の約定のない役員責任保険が存在するということである。

当行の2008年コーポレート・ガバナンス報告書（完全版）は、2008年ファイナンシャル・
リポートの291頁以降に掲載されている。同報告書ならびに取締役会、監査役会および監査
役会各委員会の参照事項など、コーポレート・ガバナンス関連のその他書類はインターネット
（www.deutsche-bank.com/ir）でも入手できる。

当行は、新規発生事項や法律上の要請、国内および国際基準の進展に照らして、コーポレー
ト・ガバナンスを定期的に見直し、それらに従って修正を行っている。
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01 ドイツ銀行グループ ステークホルダーの利益のために

2008年の前例のない金融危機のなか、当行は、革新的なアイデアと大胆な行動が求められ
るという、これまでに経験したことのない課題に直面した。当行ビジネスモデルは競合他社
数社と比べ堅実であることが証明されたが、市場が極端に変動した結果、株主や顧客、
従業員、そして事業を展開する地域社会が損失や困難を被ることを防ぐことはできなかった。
こうした厳しい状況や発生した問題に真摯に向き合い、再発防止に向けて必要な施策を講じ
ることは、当行の義務であると考えている。

株主
市場の信頼を得ることで、当行株価の下落に有効に対処することは、株主に対する責務の
一つであると考えている。当行は損失の主な原因を特定し、改善に向けた施策を実施している。
この主な目的は、強固な資本基盤と将来にわたる収益源の確保にある。また、リスク管理の
精度を高め、ビジネスに潜在する危険を早期に把握することも重要である。

顧客
困難な経済状況のなかでは、顧客にとって、信頼できる優れたパートナーの存在は不可欠で
ある。当行は、多様化したビジネスモデルとパフォーマンスを重視しており、信頼されるパー
トナーとなることを目指している。そのため、革新的な解決策を提案し、顧客の継続的な成
功の支援に努めている。危機的な状況においては、将来を予想することは特に困難を伴うが、
顧客の将来を考え確固としたアイデアを提案する。当行はこうした姿勢を、個人顧客、法人
顧客、機関投資家を問わず貫いている。

従業員
当行の強さは、従業員の能力とコミットメントに依っている。当行は、従業員の専門的・個
人的な研修や快適な職場環境の提供に多大な投資を行っている。現在の金融危機にあっても、
引き続き採用を行っている。人事調整が必要な場合は、社会的に受容されるかたちで配置調
整を行い、社内外の異動・配置転換の機会を模索する。

地域社会
企業の社会的責任は、当行の使命ならびにビジネスモデルの一部となっており、短期的な収
益の変動に左右されるものではない。困難な時も、社会が抱える問題の解決を目指して、お金
を超える価値を提供する活動を展開している。気候変動防止や従業員によるボランティア活
動に対する揺るぎない支援もこうした活動に含まれている。

困難な状況のなか、 
株主、顧客、従業員、 
地域社会への強いコミットメント

 株主 顧客

 従業員 社会
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株主

株主構成   2008年  2007年  2006年  

株主数 581,938 360,785 348,196  

株主別内訳 株式資本に占める比率 1（%） 機関投資家（銀行を含む） 71 86 86  
 個人投資家 29 14 14

地域別内訳 株式資本に占める比率 1（%） ドイツ 55 45 54

 EU（ドイツを除く） 25 31 30

 スイス 7 9 5

 米国 11 13 10

 その他   2  2  1  

主要数値   2008年 2007年 2006年  

ドイツ銀行株式の投資収益の変化 2  (66.8 ) % ( 8.6 ) % 27.4 %

株式売買シェア（XetraおよびFrankfurt Floor Trading） 5.6 % 5.7 % 5.5 % 1

1株当たり配当（ユーロ）   0.503 4.50  4.00  

特別プロジェクト  

増資  独ポストバンクAGの少数株主資本取得のため、ドイツ銀行株4,000万株を1株当たり55ユーロで機関
投資家に割当。

投資家調査  当行株式の投資対象としての魅力を調べるため、機関投資家を対象に定例の認識調査を実施。

株主への要望  株主に対し年次株主総会の書類を電子媒体によって送付することを要望（受賞を目指す）。

自社株買戻しプログラム  2007年 / 2008年の自社株買戻しプログラムを完了。  

1 数値は四捨五入。
2 Xetraの株価による。
3 2009年5月26日開催予定の年次株主総会で提案。

困難な市場環境にあっても配当を実施
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株主構成   2008年  2007年  2006年  

株主数 581,938 360,785 348,196  

株主別内訳 株式資本に占める比率 1（%） 機関投資家（銀行を含む） 71 86 86  
 個人投資家 29 14 14

地域別内訳 株式資本に占める比率 1（%） ドイツ 55 45 54

 EU（ドイツを除く） 25 31 30

 スイス 7 9 5

 米国 11 13 10

 その他   2  2  1  

主要数値   2008年 2007年 2006年  

ドイツ銀行株式の投資収益の変化 2  (66.8 ) % ( 8.6 ) % 27.4 %

株式売買シェア（XetraおよびFrankfurt Floor Trading） 5.6 % 5.7 % 5.5 % 1

1株当たり配当（ユーロ）   0.503 4.50  4.00  

特別プロジェクト  

増資  独ポストバンクAGの少数株主資本取得のため、ドイツ銀行株4,000万株を1株当たり55ユーロで機関
投資家に割当。

投資家調査  当行株式の投資対象としての魅力を調べるため、機関投資家を対象に定例の認識調査を実施。

株主への要望  株主に対し年次株主総会の書類を電子媒体によって送付することを要望（受賞を目指す）。

自社株買戻しプログラム  2007年 / 2008年の自社株買戻しプログラムを完了。  

1 数値は四捨五入。
2 Xetraの株価による。
3 2009年5月26日開催予定の年次株主総会で提案。

顧客

顧客との強固な関係：これまで以上に重要

 部門別顧客数   2008年  2007年 2006年
顧客数（概数）    

法人・機関投資家向けビジネス 53,100 56,900 54,200
個人・資産運用ビジネス 個人顧客および中堅企業 14,600,000 13,800,000 14,100,000

 資産運用およびウェルス・マネージメント    

  個人顧客向け資産運用 1 

  （ドイツ / ルクセンブルク）
 

3,410,000

 

2,926,000

 

2,530,000

  法人顧客向け資産運用 2,300 2, 400  2,300

   プライベート・ウェルス・マネージメント 2   92,000   92,000  90,000

 主要数値   2008年  2007年  2006年
法人・機関投資家向けビジネス ユーロマネー誌の「ポール・オブ・ポールズ」における順位 2 1 1

 ユーロマネー誌の「債券資本市場ポール」における順位 1 2 1

 ユーロマネー誌の「外国為替ポール」における順位 1 1 1

 ユーロマネー誌の「アワード・フォー・エクセレンス」に 

 おいて獲得した賞の数
 

21

 

31

 

21

 リスク誌で受賞した賞の数 3 – 2

個人・資産運用ビジネス  DWSインベストメンツがグループとして
獲得した賞の数 3

 

 

 

 

 

 

  ドイツ 2 2 2

  オーストリア – 1 1

   スイス   – 1  1

 特別プロジェクト

法人・機関投資家向けビジネス  英国銀行システムの再構築について英国財務省にアドバイザリー・サービスを提供。

  米国においてヘッジファンド事務管理サービスを提供するヘッジワークスを買収。

  法人顧客にカードビジネス・サービスを提供するドイチェ・カード・サービスの開始。 

  幅広い外国為替およびキャッシュ・マネジメント・サービスを提供する革新的プラットフォームである
FX4Cashの開始。

個人顧客および資産運用  台湾アセット・マネジメントの買収完了。

  iFASTと共にインドでミューチュアル・ファンド販売プラットフォームを起動。

  コルカタ（インド）とサンクトぺテルブルク（ロシア）でプライべート・ウェルス・マネージメント・オフィス開設。

  個人顧客および中堅企業ビジネスで成長と効率プログラムを開始。

1 口座数。
2 リレーションシップ数。米国プライベート・クライアント・サービスを除いた数字。
3  2008年：モーニングスターとリッパー。2006年および2007年：スタンダード・アンド・プアーズ。
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従業員

項目別データ   2008年  2007年  2006年  

従業員（常勤相当）1 80,456 78,291 68,849  

部門別 個人・資産運用ビジネス 40.2 % 39.9 % 41.7 %  
 法人・機関投資家向けビジネス 2 18.7 % 21.1 % 21.0 %  
 インフラ / リージョナル・マネジメント 41.1 % 39.0 % 37.3 %  

地域別 ドイツ国内 34.7 % 35.5 % 38.3 %  
 欧州（ドイツを除く） / 中東 /  

 アフリカ
 

28.7 %

 

28.1 %

 

29.1 %

 

 米州（北 / 中南米） 15.3 % 17.2 % 17.0 %  
 アジア太平洋 21.3 % 19.2 % 15.6 %  

最終学歴別 3 大学卒 64.0 % 64.4 % 59.7 %  
 高等学校卒 17.3 % 17.4 % 19.4 %  
 その他 18.7 % 18.2 % 20.9 %

年齢別 3 24 歳以下 9.9 % 10.0 % 8.9 %

 25 – 34 歳 35.5 % 35.2 % 34.7 %

 35 – 44 歳 31.7 % 32.3 % 33.8 %

 45 – 54 歳 17.9 % 17.9 % 18.3 %

 55 歳以上 5.0 %  4.6 %  4.3 %  

主要数値   2008年  2007年  2006年  

従業員コミットメント指数 74 71 68

転職により当行を離職する従業員の割合 7.3 % 8.4 % 7.0 %

研修費用（単位：百万ユーロ） 127 129 130

職業訓練費用（単位：百万ユーロ）   41   41  40  

特別プロジェクト  

ドイツ・ノリッジ・インスティチュート（DKI）  従業員から管理職までの継続教育プログラムを行う仮想（バーチャル）大学をシンガポールに開設。

英国と米国でマタニティ・コーチング・プログラム 産休前、産休中、復職後の3段階に応じた包括的プログラム（ワークショップ、個別コーチング、教育）。 

予防ヘルス・ケア・プログラム  ドイツ国内の40歳以上の全従業員を対象に3年に一度、50歳以上は2年に一度、無料健康診断を実施。  

1 従業員数（常勤相当）は、パート従業員（見習い、インターンを除く）を比例調整した人員数。
2 コーポレート・インベストメンツを含む。
3 従業員数（人員数）を基に算出。

01 ドイツ銀行グループ ステークホルダーの利益のために

混乱期においても安定した雇用を提供
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社会

項目別データ   2008年  2007年  2006年  

従業員（常勤相当）1 80,456 78,291 68,849  

部門別 個人・資産運用ビジネス 40.2 % 39.9 % 41.7 %  
 法人・機関投資家向けビジネス 2 18.7 % 21.1 % 21.0 %  
 インフラ / リージョナル・マネジメント 41.1 % 39.0 % 37.3 %  

地域別 ドイツ国内 34.7 % 35.5 % 38.3 %  
 欧州（ドイツを除く） / 中東 /  

 アフリカ
 

28.7 %

 

28.1 %

 

29.1 %

 

 米州（北 / 中南米） 15.3 % 17.2 % 17.0 %  
 アジア太平洋 21.3 % 19.2 % 15.6 %  

最終学歴別 3 大学卒 64.0 % 64.4 % 59.7 %  
 高等学校卒 17.3 % 17.4 % 19.4 %  
 その他 18.7 % 18.2 % 20.9 %

年齢別 3 24 歳以下 9.9 % 10.0 % 8.9 %

 25 – 34 歳 35.5 % 35.2 % 34.7 %

 35 – 44 歳 31.7 % 32.3 % 33.8 %

 45 – 54 歳 17.9 % 17.9 % 18.3 %

 55 歳以上 5.0 %  4.6 %  4.3 %  

主要数値   2008年  2007年  2006年  

従業員コミットメント指数 74 71 68

転職により当行を離職する従業員の割合 7.3 % 8.4 % 7.0 %

研修費用（単位：百万ユーロ） 127 129 130

職業訓練費用（単位：百万ユーロ）   41   41  40  

特別プロジェクト  

ドイツ・ノリッジ・インスティチュート（DKI）  従業員から管理職までの継続教育プログラムを行う仮想（バーチャル）大学をシンガポールに開設。

英国と米国でマタニティ・コーチング・プログラム 産休前、産休中、復職後の3段階に応じた包括的プログラム（ワークショップ、個別コーチング、教育）。 

予防ヘルス・ケア・プログラム  ドイツ国内の40歳以上の全従業員を対象に3年に一度、50歳以上は2年に一度、無料健康診断を実施。  

1 従業員数（常勤相当）は、パート従業員（見習い、インターンを除く）を比例調整した人員数。
2 コーポレート・インベストメンツを含む。
3 従業員数（人員数）を基に算出。

 構成上のデータ   2008年  2007年  2006年
 
	

ドイツ銀行がビジネスを展開している国の数 
（オフショアを含む）

  
72 

 
 

 
 76

  
 73

 主要数値（単位：百万ユーロ）   2008年  2007年  2006年
ドイツ銀行による社会的責任活動への支出 1 75.9 86.2 85.9
内訳：    

 ドイツ銀行アメリカ基金 8.8 10.0 9.7  

 ドイツ銀行CSR（企業の社会的責任）英国 4.3 5.0 5.0

 ドイツ銀行アジア基金 3.7 2.6 1.2

ドイツ銀行の基金による支出 6.4 6.6 10.2

 ドイツ銀行基金 5.0 5.4 9.0

 その他基金   1.4 1.2  1.2

 合計  82.3  92.8  96.1

 特別プロジェクト

実現に向けて  ドイツ銀行本社ビルを大改装。世界で最も環境に配慮した高層ビルの一つに改装中。

コミットメント  マイクロファイナンス機関で専門性を活かしたボランティア活動を行う従業員に、有給休暇を提供する「コーポレート・
コミュニティ・パートナーシップ」を開始。 

機会の創出  米国都市近郊の低所得地域で手頃な住居の創出とインフラの改善を行う地域開発プログラム。

創造性の支援  ドイツ銀行コレクションの600作品をフランクフルトのシュテーデル美術館に長期にわたり寄託。

 才能を育てる  2010年までにインドの子供の非識字克服を目指した「プラサム・インド教育イニシアティブ」を支援。

1 新規の包括的な計算方法による。前年までの数字も改定。

More than money（お金を超える価値）：社会資本の創出

01 ドイツ銀行グループ ステークホルダーの利益のために
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危機を好機として　Ian K. Karan

22



ドイツ銀行は、私が会社を設立した際、私を信頼してくれた。現在は、私が、 
ドイツ銀行を個人資産の運用アドバイザーとして信頼している。

イアン・K・カラン  Ian K. Karan、ハンブルク
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ステークホルダー

02

ドイツ銀行の競合他社との比較や市場シェア、ランキングにかかわる記述は、主に、金融専門誌（ユーロマネー、ザ・バンカーなど）や 
専門情報会社（トムソン・ロイター、ディーロジック、ブルームバーグなど）の外部情報に基づく。



02　ステークホルダー　株主　株式市場の急落

株式市場の急落

世界の株式市場に対する信頼が大きく揺らぐ
2008年は、第4四半期に金融危機がさらに緊迫化したことが特筆される。2007年に既に困
難な状況にあった信用市場は、2008年第4四半期にさらに悪化し、金融システムの流動性
は一層逼迫した。2008年9月、米国大手投資銀行が崩壊したことで、市場への信頼は大き
く損なわれた。同時点まで、信用市場に比べ良好に推移していた世界の株式市場は、急落
に転じた。政府・中央銀行は前例のない規模で介入し、幾つかの支援・救済策を実施した
一方、多くの国で中央銀行による流動性供給の施策が打ち出された。さらに、グローバル規
模で景気後退への見通しが強まった。

ユーロ・ストックス50株価指数は2008年を通じて下落し、過去5年間上昇を続けたドイツ
主要株価指数のDAX指数は40.4%下落し、4,810ポイントの終値で2008年を終了した。
DAX指数のこの下落は、1949年以降で最大の下落率を示した2002年の43.9%に次ぐもの
となった。2008年はすべての産業セクターで株価は軟調に推移したが、金融セクターの下
落は特に深刻であった。この結果、当行株価は年間で68.9%下落し、27.83ユーロで取引を
終了した。同年において、ドイツおよび欧州の多くの金融株はさらに軟調な展開となった。

市場変動の影響を受けたドイツ銀行株式
金融危機は、株価水準に影響を与えただけでなく、株価の変動幅にも前例のないほど大き
な影響を与えた。当行株価は、Xetraでの取引としては1日当たりで過去最大となる24%弱
の株価上昇率を11月24日に記録したが、10月10日には1日当たりで過去最大の下落率とな
る16 %強を記録した。2008年は、年初株価の89.80ユーロを最高値として、11月には
18.59ユーロの最安値を付けた。当行株価がこのように大きく変動するのは、過去数十年で
初めてであった。

こうした極めて困難な市場環境を受け、ドイツ銀行は損失を計上した。しかし、当行は、将来
の収益可能性に対して自信を持っており、2009年年次株主総会において1株当たり配当を
0.50ユーロとする提案を行う予定である。こうした配当は、当行株主、特に個人株主に受け
入れられるものと期待している。

市場の低迷により長期リターンは低下
当行株価は競合他社と比べて相対的に底堅いものであったが、2008年の軟調な株価動向に
より、特に長期にわたる投資収益は大きな影響を受けた。当行株式を1980年年初に10,000
ユーロ相当購入し、現金配当をすべて株式購入に充て、無償増資に応じたと想定した場合、
2008年末には50,533ユーロ相当の株式を保有していることになる。これは、年間平均で
5.7%の投資収益に相当し、特に2008年の金融危機の影響により、同期間のDAX指数の年
間平均収益率8.1%を下回る水準となっている。

株主構成 

株主資本に占める比率（%）
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04　追加情報　経営機構　監査役会報告書

2012年の年次株主総会終了までの任期が確定しているテオ・ズィーガートを除き、監査役
会メンバーは2008年5月29日の年次株主総会終了をもって任期を満了した。これにより、
株主代表のウルリヒ・ハルトマン、ハインリッヒ・フォン・ピエレール、ユルゲン・ヴェーバー
ならびに従業員代表のザビーネ・ホルン、ロルフ・フンク、ウルリッヒ・カウフマン、ペーター・
カツミールクツァックが監査役会メンバーを退任した。2008年の年次株主総会において、
クレメンス・ベルジッヒ、カール・ゲルハルト・アイック、ヘニング・カーゲルマン、ティ
ルマン・トーデンヘーファーは5年の任期で監査役会メンバーに再選された。監査役会メン
バーは70歳までという年齢制限があるため、ピーター・ジョブは2011年株主総会終了まで
の3年の任期を務め、モーリス・レヴィーは2012年株主総会終了までの4年の任期を務める
ことになる。スザンヌ・ラバージュ、ヨハネス・テイセン、ヴェルナー・ヴェニングは、 
年次株主総会において2013年株主総会終了までの5年間の任期として初めて監査役会メン
バーに選出された。

従業員代表には、ハイドルン・フェルスター、ヘンリエッテ・マルク、ガブリエル・プラッチャー、
カリン・ルック、ゲルト・ヘルツベルク、レオ・ヴンダーリッヒが2008年5月8日の代表者
会議で選出された。マルティーナ・クレー、マルレーン・ティエーム、ヴォルフガング・ベー
ア、アルフレッド・ヘーリンクが初めて監査役会メンバーに選出された。

監査役会メンバーを退任した各位に対し、過去数年にわたる尽力と当行ならびに取締役会
への建設的な支援に心より感謝する。新生監査役会も引き続き円滑に運営されることを確信
している。

2009年3月17日
フランクフルト・アム・マイン
監査役会

クレメンス・ベルジッヒ
会長
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04　追加情報　経営機構　監査役会

監査役会

Dr. Clemens Börsig
– Chairman,
Frankfurt am Main

Karin Ruck*

– Deputy Chairperson  
from May 29, 2008
Deutsche Bank AG,
Bad Soden am Taunus

Wolfgang Böhr*

from May 29, 2008
Deutsche Bank AG,  
Dusseldorf

Dr. Karl-Gerhard Eick
Deputy Chairman of the  
Management Board of Deutsche 
Telekom AG until February 28, 2009; 
Chairman of the Management 
Board of Arcandor AG  
from March 1, 2009,  
Cologne

Heidrun Förster*

– Deputy Chairperson 
until May 29, 2008,
Deutsche Bank Privat- und
Geschäftskunden AG,  
Berlin

Ulrich Hartmann
until May 29, 2008
Chairman of the Supervisory
Board of E.ON AG,  
Dusseldorf

Alfred Herling*

from May 29, 2008
Deutsche Bank AG,  
Wuppertal

Gerd Herzberg*

Vice President of
ver.di Vereinte Dienstleistungs-
gewerkschaft,  
Hamburg

Sabine Horn*

until May 29, 2008
Deutsche Bank AG,
Frankfurt am Main

Rolf Hunck*

until May 29, 2008
Deutsche Bank AG,  
Seevetal

Sir Peter Job
London

Prof. Dr. Henning Kagermann
Co-CEO of SAP AG,
Hockenheim

Ulrich Kaufmann*

until May 29, 2008
Deutscher Bankangestellten-
Verband, labor union for financial
services providers,  
Ratingen

Peter Kazmierczak*

until May 29, 2008
Deutsche Bank AG,  
Herne

Martina Klee*

from May 29, 2008
Deutsche Bank AG,
Frankfurt am Main

Suzanne Labarge
from May 29, 2008
Toronto

Maurice Lévy
Chairman and Chief Executive
Officer, Publicis Groupe S.A.,
Paris

Henriette Mark*

Deutsche Bank AG,  
Munich

Prof. Dr. jur. Dr.-Ing. E.h.
Heinrich von Pierer
until May 29, 2008
Erlangen

Gabriele Platscher*

Deutsche Bank Privat- und
Geschäftskunden AG,
Braunschweig

Dr. Theo Siegert
Managing Partner of
de Haen Carstanjen & Söhne,
Dusseldorf

Dr. Johannes Teyssen
from May 29, 2008
Chief Operating Officer and
Deputy Chairman
of the Management Board
of E.ON AG,  
Oberding

Marlehn Thieme*

from May 29, 2008
Deutsche Bank AG,
Bad Soden am Taunus

Tilman Todenhöfer
Managing Partner of
Robert Bosch Industrietreuhand KG,  
Madrid

Dipl.-Ing. Dr.-Ing. E.h.
Jürgen Weber
until May 29, 2008
Chairman of the Supervisory
Board of Deutsche Lufthansa AG,
Hamburg

Werner Wenning
from May 29, 2008
Chairman of the Management 
Board of Bayer AG,  
Leverkusen

Leo Wunderlich*

Deutsche Bank AG,  
Mannheim

* ドイツの従業員による選任
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04　追加情報　経営機構　監査役会

委員会

会長統括委員会
Dr. Clemens Börsig
– Chairman

Heidrun Förster*

Ulrich Hartmann
until May 29, 2008

Ulrich Kaufmann*

until May 29, 2008

Karin Ruck*

from May 29, 2008

Tilman Todenhöfer
from May 29, 2008

仲裁委員会
Dr. Clemens Börsig
– Chairman

Wolfgang Böhr*

from May 29, 2008

Heidrun Förster*

until May 29, 2008

Ulrich Hartmann
until May 29, 2008

Henriette Mark*

until May 29, 2008

Karin Ruck*

from May 29, 2008

Tilman Todenhöfer
from May 29, 2008

監査委員会
Dr. Karl-Gerhard Eick
– Chairman

Dr. Clemens Börsig

Heidrun Förster*

until May 29, 2008

Sabine Horn*

until May 29, 2008

Rolf Hunck*

until May 29, 2008

Sir Peter Job

Henriette Mark*

from May 29, 2008

Karin Ruck*

from May 29, 2008

Marlehn Thieme*

from May 29, 2008

リスク委員会
Dr. Clemens Börsig
– Chairman

Sir Peter Job

Prof. Dr. Henning Kagermann

Suzanne Labarge
from May 29, 2008
– Substitute Member

Prof. Dr. jur. Dr.-Ing. E.h.
Heinrich von Pierer
until May 29, 2008
– Substitute Member

Dr. Theo Siegert
from May 29, 2008
– Substitute Member

Tilman Todenhöfer
until May 29, 2008
– Substitute Member

指名委員会
Dr. Clemens Börsig
– Chairman

Ulrich Hartmann
until May 29, 2008

Tilman Todenhöfer
from May 29, 2008

Dipl.-Ing. Dr.-Ing. E.h.
Jürgen Weber
until May 29, 2008

Werner Wenning
from May 29, 2008

* ドイツの従業員による選任
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04　追加情報　補足情報　グループ3年間の記録

グループ3年間の記録

 貸借対照表      
 単位：百万ユーロ 2008年12月31日現在 	 2007年12月31日現在  	 2006年12月31日現在
 総資産 2,202,423 1,925,003 1,520,580
 貸出金 269,281 198,892 178,524

負債 2,170,509 1,885,688 1,486,694
株主持分合計 30,703 37,893 33,169
少数株主持分 1,211 1,422 717
Tier 1自己資本 31,094 28,320 23,539

 自己資本合計（BIS） 37,396  38,049  34,309

 損益計算書      
 単位：百万ユーロ 2008年 	 2007年   2006年

純利息収益 12,453 8,849 7,008
信用リスク引当金繰入額 1,076 612 298
手数料およびフィー収益 9,749 12,289 11,195
損益計算書を通じて公正価値で測定する金融資産 / 負債に係る純利益（損失） ( 9,992 ) 7,175 8,892
その他の利息以外の収益 1,280  2,432  1,399
利息以外の収益合計 1,037  21,896  21,486
給与手当 9,606 13,122 12,498
一般管理費 8,216 7,954 7,069
保険業務に係る費用 ( 252 ) 193 67
無形資産の減損 585 128 31
再構築費用  –  ( 13 ) 192
利息以外の費用合計 18,155  21,384  19,857
税引前純利益（損失） (	5,741	) 8,749  8,339
法人所得税費用（ベネフィット） ( 1,845 ) 2,239 2,260
当期純利益 (	3,896		) 6,510  6,079
少数株主に帰属する純利益（損失） ( 61 ) 36 9

 ドイツ銀行株主に帰属する純利益（損失） ( 3,835 ) 6,474  6,070

 主要数値 2008年 	 2007年  2006年
基本的1株当たり純利益 € ( 7.61 ) € 13.65 € 12.96
希薄化後1株当たり純利益 € ( 7.61 ) € 13.05 € 11.48
期中1株当たり支払配当金 € 4.50 € 4.00 € 2.50
平均株主持分合計利益率（税引後） ( 11.1 ) % 17.9 % 20.3 %
税引前平均株主持分利益率 ( 16.5 ) % 24.1 % 27.9 %
費用 / 収益比率 134.6 % 69.6 % 69.7 %
中核自己資本比率（Tier 1）1 10.1 % 8.6 % 8.5 %
総自己資本比率（Tier 1+2+3）1 12.2 % 11.6 % 12.5 %

 従業員数（常勤換算） 80,456  78,291  68,849

1  2008年の中核自己資本比率（Tier 1）は、ドイツ銀行法（“KWG”）とソルベンシー規制（“Solvabilitätsverordnung”）に従っており、これは2004年にバーゼル銀行監督委員会
が策定したバーゼル II による新しい自己資本のフレームワークをドイツ法に適用したものである。一方、2006年および2007年の中核自己資本比率（Tier 1）は、バーゼル I 
のフレームワークに基づいており、比較対象外となっている。
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用語解説

アルファ（Alpha）
ベンチマークを上回る投資収益。

オルタナティブ資産 / 投資
プライベート・エクイティ（別記参照）、
ベンチャー・キャピタル、メザニン・キャ
ピタルへの直接投資、不動産キャピタ
ル投資、レバレッジド・バイアウト・ファ
ンド投資、ベンチャー・キャピタル・ファ
ンド、ヘッジファンド（別記参照）。

米国預託証券（ADRs）
米国銀行が発行し、米国銀行に預託し
た非米国株式を表す譲渡可能預かり証
書。手続きの簡略化やコスト削減、米
国証券市場における売買の増加に繋
がっている。

資産担保証券（ABS）
特定タイプの支払債権を取引可能な形
態にした証券。特定の金融資産のリ
パッケージにより証券化（別記参照）
される。

アセット・ファイナンス&リーシング
高価な耐久資産を裏付けとした革新的
なファイナンスの組成を担う。

平均アクティブ資本
競合他社との比較を容易にするため
に、当行では様々な比率にアクティブ
資本を用いている。但し、アクティブ
資本はIFRS（別記参照）による実績尺
度ではないため、算定方法の違いを考
慮せずに他社との比較を行うべきでは
ない。平均株主持分に調整を加える項
目としては、売却可能有価証券に係る
平均未実現純利益、キャッシュ・フロー・
ヘッジに係る平均公正価値修正（適用
される税効果考慮後）のほか、四半期
ごとに発生し、年次株主総会の承認に
より1年に一度支払われる平均配当が
ある。

バーゼル II
バーゼル銀行監督委員会が従来の
バーゼル I に代わり導入した新たな自
己資本の枠組みで、特にリスクポジ
ションの計算を修正した。

BIS
国際決済銀行（本拠はバーゼル）。

ブローカー / ブローカレッジ
ブローカーは、銀行や個人投資家から
証券売買の注文を受け、顧客に代わっ
て注文を執行することで、通常、手数
料を受け取る。

バイアウト
企業の全体もしくは一部の買収、ある
いは特定事業の買収。

バーゼル II自己資本
2004年のバーゼル自己資本比率規制
（金融機関を対象）に従った自己資本。
バーゼルIIに従った資本構成は以下の
通り。
－  Tier 1資本：主に株式資本、剰余金、
信託型優先証券（別記参照）の一部。

－  Tier 2資本：主に参加資本、累積優
先株式、長期劣後債、上場証券の
未実現利益。

－  Tier 3資本：主に短期劣後債、Tier 2 

資本超過額。
Tier 2資本はTier 1資本の10%に限定
され、Tier 2資本の長期劣後債はTier 1

資本の50%に限定される。

キャッシュ・フロー計算書
当会計年度中に、企業による事業、投
資、財務活動の結果として発生、消費
したキャッシュ・フローの計算・提示、
ならびに期首・期末における現金およ
び現金等価物（現金準備）の調整。

キャッシュ・マネジメント
事業法人や金融機関が、財務活動の
最適化を図るために行う、ドル、ユーロ、
その他通貨建ての流動資産管理。

決済
支払いの送金、調整、場合により確認
のプロセス。

コーチング
管理能力やコミュニケーション・スキ
ルなどの従業員のパフォーマンスの改
善を目指して、コーチの個別指導のも
とで行う教育・能力開発。

債務担保証券（CDOs）
債券、ローン、デリバティブなどの資
産ポートフォリオを裏付けとした投資
商品。

商業用モーゲージ担保証券
（CMBS）
商業用不動産ローンを担保とするモー
ゲージ担保証券（MBS）（別記参照）。

コミットメント
従業員は、会社と目標や価値を共有する
とき、意欲を持って職責を果たし、会社
への帰属意識を持つ（コミットする）。
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コンプライアンス
法規制上の違反や経済的損失、風評
被害を防ぐことを目的として、関連す
る法律 / 規制 / 社内規定を遵守するた
めに適応される諸施策。

コーポレート・ファイナンス
法人顧客向け資本市場関連ビジネス、
特に個々の顧客ニーズに応じて革新的
なアドバイザリー・サービスを提供す
る金融ビジネスの一般的総称。

コリレーション
少なくとも2変数（例：資産）間の相
互関係。正は、同方向への変化、負は
反対方向への変化を表す。しかし、コ
リレーションは原因と結果の関係を表
すものではない。資産分散やリスクヘッ
ジの重要なツールとして利用される。

費用 / 収益比率
一般的には、営業収益に対する営業費
用の割合を示し、企業のコスト効率を
表す。ここでは、純利息収益と利息以
外の収益の合計に占める利息以外の
費用合計の割合を表す。

クレジット・デフォルト・スワップ
当事者の一方が一定期間、特定の金
利を支払う一方で、デフォルト（債務
不履行）などの信用リスクに関わる事
象が発生しない限り、相手方は支払い
を行わない当事者間の合意。デフォル
ト発生時には、支払いが行われ、スワッ
プ（交換）は終了する。

クレジット・トレーディング
ローン（貸付）やクレジット関連商品
のトレーディング。

カストディ
証券の保管・事務管理、その他証券サー
ビス。

デット・プロダクツ
単一もしくは複数の民間企業や公的機
関による債務・債権などの売買可能商
品。外国為替や商品契約を含む売買可
能な商品を広範に意味する。

デリバティブ
株式、債券、外国為替、指数など原
取引の価格、価格変動、価格予想によっ
て価値が変動する商品。スワップ、オプ
ション、先物（すべて別記参照）など
を含む。

ダウ・ジョーンズ持続性指数（DJSI）
DJSI は、環境および社会的貢献を追
求する企業によって構成されている指
数であり、当行は指数導入当初より、
DJSI WorldおよびDJSI STOXXの構成
銘柄となっている。
www.sustainability-index.com

1株当たり利益（EPS）
国際財務報告基準（IFRS、別記参照）
に従った主要数値で、平均普通株流
通株式数に対する純利益を表す。流
通株ストック・オプションや株式分割、
転換社債の転換・行使によって株式数
の増加が見込まれる場合は、基本的
EPSに加えて、希薄化後1株当たり利
益も報告しなければならない。

株式資本市場（ECM）
主に、企業のIPO（株式新規公開）や
新規株式募集に関連した業務。公的
機関の民営化も含まれる。

ユーロ・コマーシャル・ペーパー・
プログラム
発行体が柔軟に無担保短期債券を発
行するための資金調達プログラム。一
定期間に複数回の発行が可能である。

フェアー・バリュー（公正価値）
十分な判断能力を備えた、独立した両
者間で交換される資産や債務の価格。
市場価格と一致することが多い。

ファミリー・オフィス
複雑で多額の資産を持つ富裕層（一族）
に対して提供する金融サービス。完全
に独立した立場から、個々の資産の最
適な管理と包括的な調整を行い、顧客
の利益を守る。

ファイナンシャル・サプライチェーン・
マネジメント
サプライチェーン・マネジメントにお
ける支払いの最適化。

先物（フューチャーズ）
数量、質、引渡期日が標準化された先
物契約。マネー・マーケットや資本市場、
貴金属・為替市場において、将来の一
定期日に、あらかじめ合意された価格
で取引が行われる。契約の履行に関し
ては、株価指数先物のケースにみられ
るように、（証券の引渡しではなく）現
金による決済が規定されている場合が
多い。

のれん
企業の買い手が、対象企業の将来に
わたる利益を考慮に入れ、資産・負債
価値のフェアー・バリュー（別記参照）
を超過して支払う金額。

67



04　追加情報　補足情報　用語解説

ヘッジファンド
空売りやレバレッジ、デリバティブ（別
記参照）など、ミューチュアル・ファ
ンドが投資できない投資戦略を駆使し
たファンドで、一般的に機関投資家や
個人富裕層を顧客とする。ヘッジファ
ンドの投資リターンは伝統的投資によ
るリターンと相関しないケースが多い。

IFRS（国際財務報告基準）
グローバルに比較可能で透明性の高い
会計報告やディスクロージャーの確立
を目指して、国際会計基準審議会
（IASB）が設定した財務諸表に関する
報告基準。投資家が経済的判断を下
すのに役に立つ情報提供を主目的と
する。

インスティテューショナル・エクイ
ティ・レジスタード・ダイレクト・ト
ランザクション
発行体が、効率的な発行登録申請書
類に従い登録された証券を機関投資
家に交渉により売却すること。

インベストメント・バンキング 
（投資銀行業務）
一般に資本市場関連ビジネスを指す。
主に、証券の発行・売買、デリバティ
ブ（別記参照）、金利・為替管理、コー
ポレート・ファイナンス（別記参照）、
M&Aアドバイザリー、ストラクチャー
ド・ファイナンス、プライベート・エ
クイティ（別記参照）などのビジネス
を行う。

インベスター・リレーションズ
企業と現在および将来の（潜在的）資
本提供者を結ぶ、体系的・継続的な双
方向の財務コミュニケーション。主な
企業活動や業績、事業戦略、経営に
関する情報を提供する。活動の目的の
一つは、株式が市場で適正な水準に
評価されることにある。

レバレッジド・バイアウト
企業の全部もしくは一部、または特定
事業をデット・ファイナンス（借入金）
によって買収すること。買収した企業
の将来収益を、買収に要した債務の返
済に充てる。

マネジメント・バイアウト
経営陣による企業の発行済み株式全
体の買収を意味し、買収により上場が
廃止される。

メザニン
株式ならびに債券の混合による柔軟な
資金調達形態。ここでは、借り手の株
主資本を強化する一方、成長資金とし
ても使われる長期劣後金融商品を
指す。

モーゲージ担保証券（MBS）
モーゲージ・ローン（不動産融資）を
担保とする証券。

オプション
証券や外国為替などの特定資産を将
来の特定期日（あるいは期日前）に、
予め決められた価格で、相手方（オプ
ション売り手）から買う権利（コール・
オプション）、あるいは相手方（オプショ
ン買い手）に売る権利（プット・オプ
ション）。

OTCデリバティブ
証券取引所ではなく市場参加者間（店
頭）で直接相対で取引される金融派生
商品（デリバティブ、別記参照）。

ポートフォリオ
一般的には、資産（証券、ローン、株
式投資、不動産など）の一部あるいは
全体を意味し、リスク分散を主な目的
に組成される。ここでは、価格リスク
の観点から、証券やデリバティブ（別
記参照）など類似した取引のコンビ
ネーションを意味する。

ポートフォリオ管理
顧客向けの証券ポートフォリオ（別記
参照）の運用ならびに管理。ポート
フォリオの継続的な見直しや顧客の合
意のもとで売買を実行することもある。

税引前平均アクティブ資本利益率
当行株主への税引前利益（年率）。少
数持分を除いた税引前利益の平均アク
ティブ資本（別記参照）に対する比率。
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プライム・サービス / ブローカレッジ
機関投資家に対する決済（別記参照）、
清算、カストディ（別記参照）、報告、
資金調達を含む一連のサービス。

プライベート・エクイティ
未公開株式への投資。ベンチャー・キャ
ピタルやバイアウト・ファンドなどが
主な例。

クオンツ投資
株式、債券、ヘッジファンド（別記参照）
のポートフォリオ（別記参照）。ポート
フォリオの運用は、基本的な投資原則
のもと、体系的・規則的に行われ、投資
選択は、定量的（クオンツ）手法を駆使
して大量のデータを処理し決定する。

格付け
社外的には、発行体の信用状態と債
券の標準化された評価を意味する。専
門の格付け会社が実施。社内的には、
債務者に関連したあらゆるエクスポー
ジャーの詳細なリスク査定を意味
する。

記名株式
特定の者の氏名により登録された株
式。株式会社法の規定により、登録
者の個人情報や所有株式数は株式名
簿に記録される。株式名簿に記載され
た者だけが当該企業の株主とみなさ
れ、例えば株主総会における権利など、
あらゆる権利を行使できる。

レポ（買戻し条件付取引）
売却した証券の買戻しの合意（資産の
所有権は売り手に留保される買戻し契
約）。買い手の立場からはリバース・レ
ポとなる。

住宅ローン担保証券（RMBS）
住宅ローンを担保とするモーゲージ担
保証券（別記参照）。

セールス・リースバック
不動産などの資産を売却すると同時
に、期間を限定してリースバック（貸
借契約を結ぶ）する取引。

サーべンス・オクスレー法（SOX）
企業・会計不祥事の発生を受け、コー
ポレート・ガバナンス（企業統治）の
強化や投資家からの信頼回復を目的と
して、2002 年に成立した米国におけ
る資本市場法。取締役会の責任の拡
大から米国株式市場の上場企業を対
象とした刑罰に至るまで、幅広い規制
の強化・新設を行った。

証券化
一般的には、株式や債券などの証券に
具現される権利。ここでは、ローンや
様々な債権を、債券やコマーシャル・
ペーパーなどの証券を発行することに
より転化することを意味する。

株主価値
経営・事業戦略上の意思決定を下す
際に、企業価値の着実な増大に重きを
置く経営理念。資本コストを上回るリ
ターンだけが株主に付加価値を創出
する、という主原則に従っている。

シャリア適格
イスラム法を遵守していること。

SPAC（特別目的買収会社）
既存企業の買収を目的として、資金調
達を行う公開企業。

サブプライム
米国における高リスクの不動産
ローン。

持続性（サステイナビリティ）
将来に備えつつ、生活・社会基盤を持
続的に発展させることを目指した、経
済、生態環境、および社会的責任の
相互作用を意味する。

スワップ
一般的には、ある支払いフローを他の
支払いフローと交換することを意味す
る。金利スワップでは、同一通貨の金
利支払いを異なる条件（固定、変動金
利など）に交換すること。為替スワッ
プでは、異なる通貨間で金利支払いお
よび元本を交換することを指す。

信託型優先証券
ハイブリッド資本の一種で、利益に関
連した利払いを特徴とする。金融監督
規制のもとでは、損失時に利払いが累
積されない（非累積信託型優先証券）
場合や満期の記載がない時、投資家
のオプションにより償還されない時に
Tier 1資本に組み入れられ、その他の
場合（例：累積信託型優先証券）には
Tier 2資本に組み入れられる。
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法人信託サービス
証券に関する幅広い管理サービス。例
えば、証券の保管（カストディ）や管
理（トラスティ）、発行、元利支払い
事務、ADRs（別記参照）の預託業務
などがある。

U.S.GAAP（米国で一般に認められ
ている会計原則）
財務会計基準審議会（FASB）および
米国公認会計士協会（AICPA）によっ
て作成された米国会計原則。このほか
にも、米国証券取引委員会（SEC）の
提供する解釈や説明は、特に証券取引
所に上場している企業にとって意味を
持っている。国際財務報告基準（IFRS）
と同じく、特に投資家の意思決定にお
いて有益な情報を提供することを主な
目的としている。

70



04　追加情報　補足情報　連絡先 / 刊行物

連絡先 / 刊行物

ドイツ銀行AG
60262フランクフルト・アム・マイン
テオドール・ハウス・アレー70
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電子メール：deutsche.bank@db.com

インベスター・リレーションズ
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本報告書は環境に中立に作成されています。
本報告書の制作・配布によって発生した
温室効果ガス排出量（二酸化炭素換算で
110 t ）は、質の高い環境保護プロジェクト
への投資によって相殺されています。

財務諸表に関する刊行物

ドイツ銀行グループ2008年年次報告書は、
2008年アニュアル・レビューおよび2008年
ファイナンシャル・リポートの2部により
構成されています。

2008年アニュアル・レビュー 
（ドイツ語、英語、日本語）

2008年ファイナンシャル・リポート 
（ドイツ語、英語） 

様式20-F
（英語）

ドイツ銀行AG2008年度財務諸表 
およびマネジメント・リポート
（ドイツ語、英語）

マンデイト・リスト 
（ドイツ語、英語）

2008年株主構成リスト
（ドイツ語、英語）

諮問評議会委員リスト
（ドイツ語）

2008年社会的責任報告書 
（2009年5月以降、ドイツ語、英語）

これらの刊行物をご要望の方は、 
以下までご連絡ください。

– 電子メール
service-center @ bertelsmann.de 

– インターネット
www.deutsche-bank.com/08 

– ファックス
+49 18 05 07 08 08

– 電話
+49 18 05 80 22 00

– 郵便
arvato logistics services
Bestellservice Deutsche Bank
Gottlieb-Daimler-Strasse 1
33428 Harsewinkel
Germany

2008年アニュアル・レビュー（日本語）は、
www.db.com/japanからダウンロードする
ことができます。

将来の事象に関する記述についての注意

本年次報告書には、将来の事象に関する記述が含
まれています。将来の事象に関する記述とは、歴
史的事実ではない記述であり、当行の考えや予想
が含まれます。本報告書中の、当行の意図、考え、
予想または予測（およびその基礎となる前提）の
記述はいずれも、将来の事象に関する記述です。
これらの記述は、当行経営陣が現在入手可能な予
定、推定および計画に基づいています。従って、
将来の事象に関する記述は、あくまで当該記述が
なされた日現在のものであって、当行はこれらの
記述に関して、新しい情報や将来生起した事象が
あっても、これを更新して公表する責任は負いま
せん。

将来の事象に関する記述は、その性質上リスクお
よび不確実性を含みます。従って、いくつかの重
要な要因が作用して、現実の結果を、将来の事象
に関する記述に含まれる結果とは大きく異なるも
のにする可能性があります。これらの要因には、
ドイツ、欧州、米国および当行がトレーディング
収益の重要な部分を得ているその他地域における
金融市場の動向、借り手または取引相手による将
来の債務不履行、経営戦略の実施、リスク管理の
方針、手続きおよび方法への信頼性、ならびに米
国証券取引委員会（SEC）への情報開示に関連す
るリスク等が含まれます。このような要因につい
ては、SECに提出した当行の2009年3月24日付
年次報告書（様式 20-F）に、「リスク・ファクター」
の表題のもとに詳しく記載されています。当該報
告書の写しは、請求により入手可能であり、また、
www.deutsche-bank.com/ir からダウンロードす
ることができます。
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世界の金融システムが、最近数年間の経験から正しい教訓を得て、それ
を実行に移すことができるかどうかは、未来のみが知るところです。

そこに至る過程においては、最近の出来事に翻弄された世界の金融シス
テムと世界経済が一丸となってあらゆる面を考慮して取り組まなければな
りません。金融システムを効果的に改革するためには、パートナー精神を
発揮し、互いに協力することが不可欠です。確固とした決意と洞察力が、
不変の解決策を生み出すのです。ドイツ銀行グループにとって、こうした
大きな変化は新たな好機を意味します。そして、それは顧客や株主、従業
員にとっても新たな機会の創出を意味しています。顧客ニーズに適した最
高水準の金融サービスを提供する ̶ これがドイツ銀行グループの果たす
べき使命です。

グローバルな金融機関として、私たちは自らの使命の実現に向け、全力で
取り組んでまいります。現在と未来に向けて。危機を好機に転じて。 



ドイツ銀行グループ ドイツ銀行株式

基本情報

ドイツ銀行株式に関する情報

2008年
投資収益の変化 1 (66.8) %
ドイツ株式市場（XetraおよびFrankfurt Floor Trading）の出来高に占める比率 5.6 %
1日当たりの平均出来高 2 910 万株
株価　高値   89.80 ユーロ 
株価　安値   18.59 ユーロ 
1株当たり配当金（2008年度については予定）   0.50 ユーロ

2008年12月31日現在
発行済株式数 570,859,015
流通株式数（社外株式数） 562,666,955
株式資本 1,461,399,078.40 ユーロ
時価総額 158.9億 ユーロ
株価 3 27.83 ユーロ
DAX 株価指数に占める比率 3.6 %
ダウ・ジョーンズ・ストックス50株価指数に占める比率 0.82 %

有価証券識別コード
ドイツ取引所  ニューヨーク証券取引所
種類 記名株式 種類 グローバル・レジスタード・シェア
記号 DBK 通貨 U.S.$
WKN 514 000 記号 DB
ISIN DE0005140008 CINS D 18190898
ロイター DBKGn.DE ブルームバーグ DBK GR
1 Xetra の株価による。
2 オーダーブック統計（Xetra）。
3 Xetra の終値。

グローバルな 
ネットワーク

ロンドンニューヨーク シンガポール 東京フランクフルト ドバイ

 個人・中堅企業向け支店

 支店 / 子会社
 

 駐在員事務所

 各地域の主要拠点

グローバルなネットワーク
主要データ     

 2008年度  2007年度  
基本的1株当たり純損益 € (7.61) € 13.65  
希薄化後1株当たり純損益 1 € (7.61) € 13.05  
平均流通普通株式数（基本的、百万株） 504 474
平均流通普通株式数（希簿化後、百万株） 504 496
平均株主持分合計利益率（税引後） (11.1) % 17.9 %
税引前平均株主持分合計利益率 (16.5) % 24.1 %
税引前平均アクティブ資本利益率 2 (17.7) % 29.0 %
基本的流通株式1株当たり純資産 3 € 52.59 € 79.32
費用 / 収益比率 4 134.6 % 69.6 %
報酬比率 5 71.2 % 42.7 %
非報酬比率 6 63.4 %  26.9 %  

単位：百万ユーロ 2008年度 2007年度  
純収益 13,490 30,745
信用リスク引当金繰入額 1,076 612
利息以外の費用合計 18,155 21,384
税引前損益 (5,741) 8,749
当期純損益 (3,896) 6,510  

単位：十億ユーロ 2008年12月31日現在  2007年12月31日現在  
総資産 2,202  1,925  
株主持分合計 30.7 37.9
中核自己資本比率（Tier 1）7 10.1 %  8.6 %  

 2008年12月31日現在  2007年12月31日現在  
支店数 1,981 1,889
　内ドイツ国内 981 989
従業員数（常勤相当） 80,456 78,291
　内ドイツ国内 27,942  27,779  

長期格付 2008年12月31日現在  2007年12月31日現在   
ムーディーズ・インベスターズ・サービス Aa1 Aa1
スタンダード・アンド・プアーズ A+ AA
フィッチ・レーティングス AA–  AA–  

1  想定される転換による分子への影響が含まれる。
2  競合他社との比較を容易にするために、平均株主持分合計利益率に関しては調整を加えた尺度を算出しており、これを「税引前平均アクティ
ブ資本利益率（Pre-tax return on average active equity）」と称している。但し、IFRSによる実績尺度ではないため、算定方法の違いを考
慮せずに他社との比較を行うべきではない。平均株主持分（2008年度：34,442百万ユーロ、2007年度：36,134百万ユーロ）に調整を
加える項目は、売却可能有価証券に係る平均未実現純利益 / キャッシュ・フロー・ヘッジに係る平均公正価値修正（適用される税効果考
慮後）（2008年度：619百万ユーロ、2007年度：3,841百万ユーロ）および平均未払配当金（2008年度：1,743 百万ユーロ、2007年度：
2,200百万ユーロ）である。配当金は、株主総会の承認後、年に一度支払われる。

3  基本的流通株式 1株当たり純資産は、株主持分を流通株式数で除したものとして定義される（共に年度末現在）。
4  利息以外の費用合計が、信用リスク引当金繰入前の純利息収益合計に利息以外の収益を加えた額に占める比率。
5  報酬が、信用リスク引当金繰入前の純利息収益合計に利息以外の収益を加えた額に占める比率。
6  利息以外の費用合計から報酬を差し引いた額として定義される報酬を除く利息以外の費用が、信用リスク引当金繰入前の純利息収益合計
に利息以外の収益を加えた額に占める比率。

7  2008年の中核自己資本比率（Tier 1）は、ドイツ銀行法（“KWG”）とソルベンシー規制（“Solvabilitätsverordnung”）に従っており、 
これは2004年にバーゼル銀行監督委員会が策定したバーゼル IIによる新しい自己資本のフレームワークをドイツ法に適用したものである。
一方、2007年の中核自己資本比率（Tier 1）は、バーゼル Iのフレームワークに基づいている。バーゼル IIによる中核自己資本比率（Tier 1）
は、ドイツ銀行法（“KWG”）セクション 64h（3）に従い過渡的項目を除外している。
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2009 / 2010年財務カレンダー

2009 / 2010年財務カレンダー
2009年
2009年4月28日 2009年3月31日時点中間報告

2009年5月26日 年次株主総会 
   フランクフルト・アム・マイン フェストハレ（エキシビション・センター）にて

2009年5月27日 配当金支払

2009年7月29日 2009年6月30日時点中間報告

2009年10月29日 2009年9月30日時点中間報告

2010年
2010年2月4日 2009年度決算発表（暫定）

2010年3月12日 2009年度年次報告書および様式20-F

2010年4月27日 2010年3月31日時点中間報告

2010年5月27日  年次株主総会 
フランクフルト・アム・マイン フェストハレ（エキシビション・センター）にて

2010年5月28日 配当金支払

2010年7月28日 2010年6月30日時点中間報告

2010年10月28日 2010年9月30日時点中間報告

アイデンティティー
ドイツ銀行グループは、世界の市場をリードするグローバル
な投資銀行であり、個人顧客ビジネスにおいても利益を生
む強固な事業基盤を持っています。ドイツ銀行グループの
ビジネスは相互に補完しています。ドイツおよび欧州におけ
る圧倒的な強みを背景に、北米やアジア、主要新興国にお
いて、力強い成長を遂げています。

使命
ドイツ銀行グループは、世界をリードする金融機関として、
現状に満足することなく常に挑戦を続け、お客さまに卓越し
た価値を提供しています。

A Passion to Perform. 
（熱意あるあなたに情熱をもってお応えする）
これこそがドイツ銀行グループの基本姿勢です。私たちは、
常に最高を追求し、独自の洞察力で革新的な解決策を提供し、
お客さまとの長期にわたるリレーションシップの構築に注力
します。

A Passion to Perform.

危機を好機として

深刻な金融危機は、世界がいかに複雑になったかを示しました。
金融市場が拡大した経済は、相互に関連し、透明性の欠如によっ
てシステム全体が危険にさらされました。

ドイツ銀行もこうした金融市場の混乱の影響を免れることがで
きず、幾つかの分野で事業基盤の脆弱性を露呈しました。しか
しこうした状況のなか、当行は強固な資本基盤を維持しました。
そして、この強固な資本基盤によって、当行は、自らの責任を果た
すことができます。それは、当行を信頼できるビジネスパートナー
とみなしてくれる顧客に対する責任であり、株主や従業員に
とっては、当行が常に公正な見解を提供し、将来にわたり魅力
的な価値を提供する存在であり続けることを意味します。さらに、
当行は、自らも参加し、今まさに真摯な姿勢でその原因を究明し、
再構築を必要としている金融システムに対しても責任を負って
います。

明らかなのは、この度の危機の教訓を活かすことが、さらなる発
展に繋がるということです。危機は、新たな機会への扉でもあ
るのです。

「危機を好機として」と題して議論しました。
ジュリエ・メレツ 芸術家 ベルリン（52 / 53頁）、イアン・K・カラン 顧客 ハンブルク（22 / 23頁）、 
レイ・ノウルズ ドイチェ・バンク・セキュリティーズ 従業員 トロント（46 / 47頁）、 
筒井義信 日本生命保険相互会社 取締役専務執行役員 東京（08 / 09頁）
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2009年5月26日 年次株主総会 
   フランクフルト・アム・マイン フェストハレ（エキシビション・センター）にて

2009年5月27日 配当金支払

2009年7月29日 2009年6月30日時点中間報告

2009年10月29日 2009年9月30日時点中間報告

2010年
2010年2月4日 2009年度決算発表（暫定）

2010年3月12日 2009年度年次報告書および様式20-F

2010年4月27日 2010年3月31日時点中間報告

2010年5月27日  年次株主総会 
フランクフルト・アム・マイン フェストハレ（エキシビション・センター）にて

2010年5月28日 配当金支払

2010年7月28日 2010年6月30日時点中間報告

2010年10月28日 2010年9月30日時点中間報告

アイデンティティー
ドイツ銀行グループは、世界の市場をリードするグローバル
な投資銀行であり、個人顧客ビジネスにおいても利益を生
む強固な事業基盤を持っています。ドイツ銀行グループの
ビジネスは相互に補完しています。ドイツおよび欧州におけ
る圧倒的な強みを背景に、北米やアジア、主要新興国にお
いて、力強い成長を遂げています。

使命
ドイツ銀行グループは、世界をリードする金融機関として、
現状に満足することなく常に挑戦を続け、お客さまに卓越し
た価値を提供しています。

A Passion to Perform. 
（熱意あるあなたに情熱をもってお応えする）
これこそがドイツ銀行グループの基本姿勢です。私たちは、
常に最高を追求し、独自の洞察力で革新的な解決策を提供し、
お客さまとの長期にわたるリレーションシップの構築に注力
します。

A Passion to Perform.

危機を好機として

深刻な金融危機は、世界がいかに複雑になったかを示しました。
金融市場が拡大した経済は、相互に関連し、透明性の欠如によっ
てシステム全体が危険にさらされました。

ドイツ銀行もこうした金融市場の混乱の影響を免れることがで
きず、幾つかの分野で事業基盤の脆弱性を露呈しました。しか
しこうした状況のなか、当行は強固な資本基盤を維持しました。
そして、この強固な資本基盤によって、当行は、自らの責任を果た
すことができます。それは、当行を信頼できるビジネスパートナー
とみなしてくれる顧客に対する責任であり、株主や従業員に
とっては、当行が常に公正な見解を提供し、将来にわたり魅力
的な価値を提供する存在であり続けることを意味します。さらに、
当行は、自らも参加し、今まさに真摯な姿勢でその原因を究明し、
再構築を必要としている金融システムに対しても責任を負って
います。

明らかなのは、この度の危機の教訓を活かすことが、さらなる発
展に繋がるということです。危機は、新たな機会への扉でもあ
るのです。

「危機を好機として」と題して議論しました。
ジュリエ・メレツ 芸術家 ベルリン（52 / 53頁）、イアン・K・カラン 顧客 ハンブルク（22 / 23頁）、 
レイ・ノウルズ ドイチェ・バンク・セキュリティーズ 従業員 トロント（46 / 47頁）、 
筒井義信 日本生命保険相互会社 取締役専務執行役員 東京（08 / 09頁）
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